
エージェンシー理論における交渉力と業績評価  
－ツオイテン＝ナッシュ交渉解に関連して－  

小 野 博 則  

1 問題 と 課題  

従来，業績評価を研究対象とするとき，その周縁構造をなす賃金制度との関係の中で説き  

明かそうとする視点は，希薄であった。これに対し，エージェンシー理論の数学的表現であ  

るエージェンシー・モデルを用いる方法は，その物的基礎をなす賃金制度としての所得分配  

の視角より，業績評価制度を照射するという方法論上の特徴をもっている。伝統理論にはな  

かったそのような接近法をとることで，業績評価の機能や概念について何に光が当てられよ  

うとしているのか，聞い直してみることはあながち失当ではないだろう。   

本稿では，エージェンシー・モデルを，たんにエージェンシー理論の経営問題への技術的  

レベルでの適用として見るのではなく，現実を解明するためのフレームとしての位置づけか  

らさらに掘り下げ，動機づけや業績評価という現実的な要因を考慮することによる，現実へ  

向けての分配理論の再構築として認識することにする。そうした認識に立って，エージェン  

シー理論による接近法を再考するためには，既存の他の微視的分配理論の中に位置づけ，理  

論的系譜を辿りながら，その理論構造を把握しておくことが必要となると考える。このこと  

は，企業内所得分配を考察する際に対象とされることのなかった要因，すなわち業績評価と  

いう制度的要因や動機づけという管理的要因が，所得分配において果たす役割を理論化する  

ことの必要性を認識させるであろう。また，経営の見地に立てば，企業内所得分配に関する  

経済的アプローチが，エージェンシー理論に至ることによって，伝統的な経営原則と，その  

正否をめぐって接触するほどに，経営の現実に接近したことの意味は大きい。それは，伝統  

的管理思考に対して，新たな視角からの再検討を迫るものであるからである。こうした問題  

意識に立ちながら，本稿では，以下の諸課題に接近する。   

（i）ツオイテン＝ナッシュ理論からエージェンシー理論への展開の意味を考察する。   

（ii）エージェンシー理論における交渉力と業績評価の含意を析出する。   

立論のため，エージェンシー・モデルを所得分配モデルと捉え，微視的分配理論の系譜の  

中への位置づけを，とくに，ツオイテン＝ナッシュ交渉解との比較を通して試みる。その際，  

方法論上，両理論を共通の枠組の下に再構成する必要があり，以下の調整を行う。  

（a）需要不確実性を導入しツオイテン＝ナッシュ・モデルを拡張する。ツオイテン＝ナッ  

シュの交渉分配は，交渉相手の行動の不確実性の存在を背景にした理論であるが，企業利益  

に直接に影響を与える需要不確実性は捨象されているからである。  
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（b）企業の組織構造についても，統一的な概念構成を採用し，企業は企業者たる経営者と従  

業員から構成されると見なす。所有と経営の分離性の問題は，当面の論点に関して中立的で  

ある。  

（C）簡単化のために，両理論に係わる賃金支払いの可能性を線型賃金契約に限定する。  

2 ツオイテン解とナッシュ解  

利潤と賃金への所得分配は，現実の労働市場では，競争的なスポット取引に基づく賃金決  

定は機能せず，賃金契約の形で現れることは周知である。競争に基づかない契約は，不確定  

である（indeterminate）ゆえに均衡価格には導かれず，パレート最適な点の集合として価格  

の範囲を示すエッジワース契約曲線（Edgeworthcontractcurve）を決定しうるのみであっ  

たが，F．ツオイテンは，契約曲線を踏まえて，交渉過程を概念化し，一意的な価格決定を始  

めて経済理論を用いて説明した1）。その業績は，完全競争的な価格決定機構が機能しない領域  

を対象にして交渉による価格決定過程を定式化し，契約曲線上の均衡解の在存証明を与え，  

分配理論を完結させたことである。ツオイテン理論は，その後，ハーサニーによって，ツオ  

イテンの解がゲーム理論に基づくナッシュの解に数学的に等しく2），「2つの理論が補完的で  

ある（thetwoapproachesarecomplementary）」3）ことが示されることにより，その正当性  

が評価されるに至っている。   

ツオイテンは，企業内所得分配に係わる利害関係者（two parties）に雇用者集団  

（employer’sassociation）と労働組合（tradeunion）を想定している4）が，交渉一般への普  

遍的妥当性をもち，本稿では，労使関係をも含む経営者と従業員（上位管理者層をも含む）  

との関係を対象にし，それぞれに帰属する所得をぴと紺で表わす。ツオイテンは，効用値で  

はなく貨幣額を極大化する行動を前提としている5）が，これはハーサニーも指摘するよう  

に6），貨幣の限界効用は一定であるという特殊な場合を除けば成立しない。一一般化のために経  

営者と従業員の効用指標を導入し，具体的に展開するためにそれぞれ次式のように指数効用  

関数玖，坊で表す。  

坊＝q（1－0■5exp［］）  
（1）  

坊＝ち（卜0・5exp［二］）  

ここで，か＝1，2）は，アロー＝プラットの絶対的リスク回避鹿茸を表す係数で・当面  
Cl＝2，000，ら＝500を与える。   

経営者と従業員の所得を決定する賃金玖紺は，単純でしかも現実には普遍性を持つと考え  

られる線型性を仮定し，以下の通りに表す。  
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表1ペイオフ（呵揖）  

状 態ち  範  

確 率P（ち）  1  

砲＝2  1，200  

行 動α烏  α1＝1  900  

吼＝0  0  

〃＝α1打（ざ，α）－β  

紺＝俄方（s，α）＋β  
（2）  

ここで，汀：ペイオフ，ぶ：環境変数，α：努力変数，α1，俄：出来高率，β：固定給部分であ  

り，α1＋俄＝1で，吼，α2≠0である。   

玖紺は，共に方の大きさによって変動する能率給の性格を持っている。しかし，ツオイテ  

ンのモデルは，もともと交渉の妥結の結果もたらされる利得の純増分が利害関係者の間にど  

のように分割されるのか，その取分シェアを決定することに論点はあり，賃金形態の決定を  

意図してはいない。したがって，方に影響を与える市場関係における需要不確実性の不存在，  

すなわち，環境変数の確定が暗黙の中に前程されていると考えられる。さらに，複数の威嚇  

手段の間の選択はないとする単純化の仮定を置くツオイテン・モデル7）では，努力投入の程度  

は，単一の威嚇手段である協調の引上げと協調との2ランクであり，協調の実現が確保され  

る限りでは，実行される努力水準は一定である。つまり，ツオイテンは，方＝COnSt．の状況  

で需要不確実性を捨象した上で，モデル構築を行っている。ハーサニーは，ツオイテン解と  

ナッシュ解の数学的同義性（mathematicalequivalence）を証明する際に，両利害関係者の  

フォン・ノイマン＝モルゲンシュテルン基数効用指標を導入し期待効用極大化を前提としな  

がら，ツオイテン理論の一般化を試みている。以下，ノ＼－サニーのツオイテン解釈に従いな  

l〉  

β  β〃 β1βきβ＊凡β20  

匡＝ ツォイテン＝ナッシュ交渉解  

－87－   



農業計算学研究 第24号   

がら，本稿ではさらに，（1），（2）式による特定化に基き，仮設例の解を求めてみよう。   

表1で，ペイオフ取ブは賃金費用控除前の実際利益を表し，それは経営者と従業貞の行動の  

対称性を前提として結果するとする。状態和が生起することが確実であり，協調行動勉＝  

2が取られるとき，砲。＝1，200が実現する。交渉が決裂して協調の引上げ吼＝0が実行され  

れば，和。＝0となる。双方は，この協調の引上げによって相手に課するであろう分配シェア  

の損失を，威嚇手段にして交渉に臨んでいる。   

図1で，原点0は対立が決定的になり投入努力水準偽＝0になれば，生産性が落込む中で  

双方の鞄ノの取分シェアがゼロとなり，相手に損害を及ぼすことができるであろう潜在的可  

能性を示している。しかし，実際にはこの可能性を威嚇戦略とすることによって，相互に他  

から協調行動晦を引出すことができ，ペイオフは和＝1，200まで上昇する。このとき，一  

方の取分を劣化させることなしには他方の取分を良化させることのできないパレート最適な  

点の軌跡である契約曲線は，〃＝一紺十和。で表される。点ノ吼（0，1，200）は，協同によって  

得られる所得のすぺてが経営者に帰属する場合の分配を表し，逆に，点邦（1，200，0）は，す  

べての所得が従業員に帰属する場合である。契約曲線上にあり，かつ各利害関係者にとって  

のこの「最大譲歩点（maximum－COnCeSSionpoints）」8）を両端とする線分Mム弼は，原点0  

で表される対立状況の分配に対して，パレート優位な点の集合，すなわちピグーの言う「交  

渉妥結可能域（therangeofpracticablebargains）」9）であり，無数の可能性を含むゆえに，  

その導出過程それのみでは分配理論として不充分である。分配理論が完結するためには，可  

能性の集合の中から経済合理的に一意的な解が決定される必要がある。   

その必然的理由については第3節で詳述することにして，（2）式を用い，たとえばひとま  

ずα1＝0・8を与えることにすると，〝＝0．8取。－β，紺＝0．2和＋βとなる。経営者が動＝－  

240を捷示すると，分配シェアは弧（0，1，200）となり，この案は従業貞によって拒絶される  

確率は極めて大きい。また，従業員が瓜＝900を提示すると，分配シェアは邦（1，200，0）と  

なり，この案は経営者によって拒絶される確率は極めて大きい。もう少し両者が歩み寄り，  

経営者と従業員がそれぞれ新たなA，Aを提案するとしよう。この値にそれぞれ対応する分  

配シェアを表す点Al，A2を線分城端上にとると，各利害関係者の「決意（determination）」  

の強さは，その効用の商△坊／坊＝［玖（A2）－坊（Al）］／坊（A2），△抗／坊＝［坊（Al）－  

抗（A2）／抗（Al）で表され，ツオイテン理論の著しい特徴は，「決意」の弱い者が「決意」の  

強い者に対して譲歩するとする「ツオイテンの仮定（Zeuthen，sassumption）」10）にある。た  

とえば「決意」の強さの関係が次式で表されるとする。  

（3）  ［坊（A2）一抗（Al）］／坊（A2）＞［坊（Al）一銭（A2）］／抗（Al）  

このとき，従業貞は譲歩し11），新たな尾を提案する。こうした両者の有限回数の譲歩と新た  

な値A，烏，・‥の提案の過程を繰り返すことによって，分配点A3，A4，A5，・‥は肯上  

を移動し，ツオイテン解β＊，すなわちA＊で組織均衡が達成される。   

ツオイテン・モデルがナッシュ理論と同じ解に導かれることは，（3）式を次のように変形  
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することによって知られる。  

（4）  玖（Al）・抗（Al）＜抗（A2）・抗（A2）  

上式によれば，交渉過程を通じ，び十抗の値を極大化する分配点であるナッシュ解に限りな  

く近づいてゆくことになる。   

このツオイテン＝ナッシュ解を仮設例によって求めてみよう。抗・抗の最大値を求めるた  

めに微分してゼロとおくと，  

（5）  抗′・抗十抗・抗′＝0  

（5）式に（1），（2）式とα1＝0．8，Cl＝2，000，ち＝500を代入して解を求めると，β＊＝419．7113  

となる。すべてのβに対しd（抗・抗）／邸≦0となり，β＊＝419．7113でβの値域において大  

域的に極大となることが確かめられる。この交渉解は分配シェアA＊（659．7113，540．2887）と  

なる。なお，表1で協調行動がα1＝1の場合も同様に求めると，β＊＝400．4867，交渉分配A＊  

（580．4867，319．5133）である。  
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11）「解を乗過ごす（0VerShootthemark）」ことのないように，「各利害関係者は，常に不等号が逆に  

なる程度の最小の譲歩を行うと仮定する。」（乃揖．，p．149n．16．）  

3 ツオイテン＝ナッシュ交渉解への需要不確実性の導入  

交渉は，利益額が確定する前に行われなければならず，現実には利益に影響を与える需要  

に不確実性が存在し，実際利益は必ずしも予測利益や期待利益に一致しない。しかし，ツオ  

イテン＝ナッシュ理論では，このような実現値と予想値の帝離が所得や効用分配に及ぼす影  

響を含めて，業績評価基準の選択に関わる問題は他の一切の撹乱要因（disturbingforce）と  

ともに捨象され，モデルの抽象化が行われている。無論，こうした高度な単純化は理論の論  

壇的有効性を損なうものではない12）が，本論では，エージェンシー・モデルに対置させるため，  

一度は捨象された需要不確実性を織り込んでモデルの再構築を試みる。（2）式での環境変数  

ざを確率変数と考え，当面，努力変数はα＝鞄＝2に固定し，表2のペイオフ表の数値を用い  
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表2 ペイオフ（和ノ）  

状 態ち  ぬ  ぶ1  ち  

確 率P（ち）  0．1  0．3  0．6  

偽＝2  1，200  2，000   1，500  

行 動鞄  α1＝1  900   1，700   1，200  

喝＝0  0  800  300  

ることにする。   

ツオイテン＝ナッシュ・モデルでは，交渉解の主要な決定国は，（a）主観的要因であるリス  

ク態度や効用関数の形態，および（b）客観的要因である当事者間の経済的あるいは政治的な  

力関係（economicandpoliticalbalanceofpower）から構成される13）。（a）の条件は，前節  

と同様に（1）式で与え，リスク許容度をcl＝2，000，Q＝500とする。（b）の条件は，交渉が成  

立しないときの衝突状況における分配によって要約され，表2では双方の努力水準句＝0で  

表す。   

交渉解を決定する能力を，ここでは交渉力と称するならば，（a）の内容が所与である場合，  

環境状態の変化に拘わらず双方の交渉力が一定に保たれている状態では，（b）の内容に相対  

的に一定の条件を賦与しなければならない。よって，図2に示されるように，環境如こおけ  

る衝突状況の分配関係を表す原点0は，話し合いの起点を意味する交渉原点として，対応す  

る契約曲線A先端との位置関係において双方の交渉力を規定するため，交渉力一定の下では  

環境状態の変化sl，毎に伴い，それぞれに対する契約曲線〟1弼，鵜Aち との相対的な位置  

関係が一定に保たれるように，交渉原点をq，qにシフトさせる必要がある。ツオイテン＝  

ナッシュ理論は，他者の効用関数や拒否・譲歩行動についての選択に対する完全知識を前提  

とし，さらに偶然的な要因を除外した上で，交渉の決定因を主観的要因と客観的要因に分け  

ている。前者は定式化によって概念が明確化されているが，後者については多様な内容が混  

然として含まれていると考えられる。後者の中でも，たとえば交渉相手の協力を必要としな  

い利益取得の機会の存在，とくに外部雇用機会の可能性は機会原価を発生させ，交渉を強く  

規定すると見ることができる。つまり，分配の結果は，外部雇用機会の存在を鋭く反映する  

客観的要因の総体に左右される分配の初期条件，つまり交渉原点の位置に決定的に依存して  

いるのである。   

よって，交渉力一定の条件を想定すると，交渉原点の諸環境状態を通しての相対的一定化  

が貫かれ，前節と同様に環境ものときの最適賃金契約の固定給部分がβ＊＝419．7113のとき，  

環境ぶ1の最適賃金契約の固定給部分β…＝（－1）ど2・000β＊＋αど（2，000－1，200），環境毎では                        1，200  
同様にβ＊＊＝（－1）gl・500β＊＋αど（1，500－1，200）となる。したがって，経営者と従業貞の需         1 

，200  

要不確実性下での交渉分配に基づく期待効用を表すと，  
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図2 需要不確実性下のツオイデン＝ナッシュ交渉解  図3 契約曲線と交渉力   

（6）   且（抑＝∑き＝1抗（よ（誓 碧脛十αf（和一和0）））P（ち）  

for 才＝1，2  

布毎＝屯ブのとき，β＊＝419．7113であるので，経営者と従業貞の期待効用はそれぞれ且（坊）＝  

1304．3767，且（抗）＝456．1712となる。ちなみに万わ＝和のとき，β＊＝400・4867となり，且  

（坊）＝1，208．0214，且（抗）＝451．8994となる。   

双方の効用関数やリスク態度や線型賃金の出来高率α．，勉が所与であっても，交渉原点カぎ  

定特化されない場合はβ＊は変動し，一般的には経営者と従業員の期待効用は，（6）式よりβ＊  

の関数であり，それぞれ且（坊）＝G（β＊），且（抗）＝G（β＊）で表される。両式よりβ＊を消  

去すると，  

（7）  ダ（且（抗），且（抗））＝0  

（7）式は，両方の期待効用を座標軸にとり，将来環境の確率的変化に対して相対的に交渉力  

は不変であるという枠組の中で，交渉九すなわち交渉原点を変動させたときの交渉の結果，  

得られる期待効用の点の軌跡を意味し，契約曲線を表す。  

12）JohnC．Harsanyi，坤．cit．，p．145・  

13） 乃寝．，p．145．  

4・分配理論としてのエージェンシー理論  

一交渉力と業績評価－   

エージェンシー理論は多様な現実的要因を取り入れ，そのモデル展開も多岐にわたってい  

るが，次式のように単純化された基本的モデルを採り上げる。  

－91－   



農業計算学研究 第24号   

Max∑抗（鞄ノー紺（巧む））P（花如lαゐ）  
勘鶴をAJ  

S．t．〟≡∑抗（紺（和ノ））P（私7】α烏）－Ⅴ（α烏）≧打  

〟≧∑坊（抑（私タ））P（巧むtα烏）－Ⅴ（免）  

（8）  

forall免∈A  

上式の記号は先述の通りであり，P（晦1α烏）はα烏を所与としたときの旬の生起確率を表す。  

打は従業貞が組織に留まるために要求する最低限の効用水準であり14），外部雇用機会の存在  

による機会原価の発生に強く依存すると考えられる。Ⅴは努力に対する負効用を表し，次式  

で与えることにする。  

（9）  Ⅴ＝一50α烏   

前節と同様に（1），（2）式を用い，リスク態度cl＝2，000，Q＝500のとき，表2によって（8）式  

をラグランジュの乗教1，〝を用いて解くと川，次のようになる。  

ぴ＝ 1山  「洋㌃和一著  

紺＝ l山  請㌃晦＋著  
（10）   

よって，が＝0．8ガ由一4001nA，紺＝0．2ガわ十4001nlとなる。   

すでに第2節では，賃金q紺の出来高率を所与とし，それぞれ0．8と0．2を与えたが，そ  

の根拠は，この賃金体系が（8）式を満たし，与えられたリスク態度の下でリスク・シェアリ  

ングの最適性条件を満足することにある。Aの値をパラメトリックに変えると，点（且（拭  

（〝）），居（抗（紺）））の軌跡はパレート最適性集合を形成し，契約曲線を描く。これは前節の  

（7）式で表される曲線と，ある条件下で同じものを意味する。というのは，入は（8）式の第  

1制約式に規定され，これを等式に置き換えると右辺は打＋ゐ（ゐ≧0）となり，（6）式によ  

りβ（抗）＝G（β＊）から，g（抗）＝打＋ゐと考えると，Å＝′（βりとなりβ＊が決まるとA  

が決定されるからである。ここで，打は，外部の雇用機会が補償する効用水準であると考え  

ると，組織参加の要件となるべきものであり，β（抗）はツオイテン＝ナッシュの交渉力概念  

に相当するものであるが，従業貞の純粋な意味での交渉力ゐは次式で概念化できるであろ  

う16）。  

（11）  ゐ＝且（抗）一打   

図3のように，双方の効用関数が特定化されると契約曲線エを描くことができる。弧舶  

はピグーの交渉妥結可能域に相当し，その上の点は交渉原点∂に示される分配よりもパレー  

ト優位である。前節の数値により∂は（336．0252，1，088．6267）となり，交渉によってβ＊＝  

419．7113が定まると，交渉力且（抗）＝1，304．3767，且（抗）＝456．1712となり，エ上の一点β  

で均衡する。他の条件一定下でα1＝1の場合のβ＊＝400．4867のデータを用い，屯。＝1，200，状  

態ものときの交渉原点を（193．4956，106．5044）とし，51，鞄のときも交渉原点を相対的に一  

定化すると，交渉原点は∂（395．6994，1，119．0166）にシフトし，均衡解はβから弧虎河上  

を動き，C（467．3350，1，249．0927）に移る。  
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このように，ツオイテン＝ナッシュ理論は，与えられた交渉原点の下で交渉を通じて契約  

曲線上の一点が決定される過程を理論化することによって，分配理論の完結に貢献している。  

これに対し，エージェンシー理論の分配理論への寄与は，需要不確実性の存在下でパレート  

最適の達成を可能にする最適な賃金支払い形態群，すなわち契約曲線を確定することにある。  

さらに，パレート最適の実現のためには，その賃金形態に組み込まれる業績評価形態が実現  

利益に基づくものでなければならないことを条件づけ，契約曲線の決定能力の観点から，賃  

金形態の性格を基本的に規定する業績評価制度の最適形態を折出したことが，経済的意義と  

して認められなければならない。   

基本的エージェンシー・モデルは，交渉結果であるゐを与件として，一般的にはゐ＝0を前  

提とすることによって成立している。ところで，ツオイテン＝ナッシュ理論での，交渉相手  

の効用関数に対する完全知識を前提とすることの非現実性が，批判されている17）。本来，交渉  

というものは，相互に相手に直接に接触することによってその効用関数に対する主観的な予  

測の確認・修正を繰り返すことで，他と自己との妥協点を模索する試行錯誤の過程であるは  

ずである。交渉という用語の意味する原点に立帰るならば，現実の経験から汲み取る「学習」  

の内容を理論化することが，交渉過程のモデル化の中で中核的内容とならなければならない。  

交渉における「学習」過程の概念的な明確化は，エージェンシー・モデルにおけるエージェ  

ントの効用関数を熟知するという仮定にも一つの理論的根拠を与えることを可能にする。こ  

の点においても，ツオイテン＝ナッシュ理論とエージェンシー理論は，交渉力の点でのリン  

ケージを持ちながら前者が後者の基礎となっている。   

両モデルが一定の条件下で論理斉合性をもつということは，今まで見てきたように，基本  

的エージェンシー・モデルの第1制約式の中に，拡張されたツオイテン＝ナッシュ・モデル  

を用いて交渉過程の内生化が可能であるという点からも確かめられる。所得分配の代表的局  

面である賃金決定は，多かれ少なかれ利害関係者の力と力の対立によって解決せぎるをえな  

い側面と，労使間に事前的に契約による合意が形成される側面を備えている。交渉過程も，  

相手の効用関数についての情報を充分に得ることにより，組織的安定性を維持するための管  

理され′た分配に向かう，経営者の側からの利害調整の計画過程のモデル化として解釈できる  

余地を含み，対立の相対化の可能性を大きくしている。しかしながら，対抗的要素の存在を  

完全に解消できるわけではない。このことは，さらにツオイテン＝ナッシュ・モデルがなお  

交渉原点を所与とすることによって成立する理論であることからも首肯される。分配の対抗  

的側面と協約的側面とは現実には分かちがたく一体化し，労働協約の固定的性格のゆえも  

あって，契約と現実を対応させるために，同時平行的，あるいは問歓的に労使交渉が行われ  

るという形で現象している。エージェンシー ・モデルは，分配の対立的局面を分離し，経営  

者の立場から事前的な利害調整が可能な管理された分配過程の，現実からの切り取りである。   

ところで，ツオイテン理論とエージェンシー理論の関係は，限界生産力理論に基づく所得  

分配からツオイテン理論に基づく所得分配への展開が，完全競争的賃金決定から不完全競争  
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を想定した交渉的賃金決定へ，そして確実性から不確実性の考慮への移行を伴い，現実世界  

に対する説明能力の点で先行理論を超剋する理論的高度化であったのとは，全ぐ性格を異に  

している。両理論は，期待効用極大化仮説を基底に置き，所得分配の決定困をリスク態度や  

効用関数の形態に求め，契約曲線上に一意的な均衡解を決定する限りにおいて同じ理論的系  

譜を引いている。このような理論的同型性を踏まえて，ツオイテン＝ナッシュ理論からエー  

ジェンシー理論への展開の含意は，さらに次の点に見出すことができる。1つには，エージェ  

ンシー理論は，ゲーム論的な試行錯誤を経由する交渉決定を先行過程として分離し，交渉結  

果のみを与件として継承することによって，均衡解の一意的存在を説明する分配理論として  

の完結性を備えることができる。別冒すれば，これは，本論で示したように一定の条件の下  

で交渉力概念を結節点として，ツオイテン＝ナッシュ理論とエージェンシー理論は論理的連  

続性をもつ，あるいは前者を用いて後者の中に交渉力を内生化できるということである。と  

いうのは，ナッシÅ理論に対するツオイテン理論の関係が，数学的同義性をさらに心理モデ  

ル（psychologicalmodel）による説明で補強する相互補完性に立脚する18）のに対し，ツオイ  

テン＝ナッシュ理論に対するエージェンシー理論の関係が，同一現象を対立的局面と協約的  

局面の両面から説明する相互補完性にあるからである。   

2つには，エージェンシー理論では，リスク態度や効用関数の形態が最適賃金契約群，す  

なわち契約曲線を決定するという形で不確実性下の最適所得分配の決定困として働き，ツオ  

イテン＝ナッシュ理論での所得分配を形成するその決定機能とは区別されることである。最  

適賃金契約であるためには，そこに織り込まれた業績評価制度の形態も特化されなければな  

らず，このことを示すことにより，エージェンシー理論は，賃金や業績評価に代表される経  

常管理に係わる制度的要因の企業内所得分配への関与の仕方を，組織均衡論の立場で明らか  

にした。それは，理論枠組が，商品市場との関係において経営内の制度的配置を考察対象に  

取り込むことにより，経営のより現実的な説明を可能にすることでもあり，その経営的現実  

への理論的近接は，経営原則あるいは会計原則を経済原理との係わりで検証する統一視点を  

与える枠組の構築を意味している。   

分配様式の違いは，分配を生産に係わらしめるそのあり方を機軸にして現出する。図4は，  

ペイオフの生産と分配とが当事者間に基本的に異なった利害関係を生起させる二面性の構造  

を示す。生産にあっては，当事者の共同が協業・分業を通じて個別的生産性の単純和を越え  

た集合的生産性を生み，その利害は一致する。然るに，組織効果によってもたらされた生産  

物やペイオフが，個別的生産性に分解しえないという見方19）に立てば，分配は事後的に相互  

の交渉力に訴える力の括抗作用の結果として，力の均衡する分配に到達しなければならない。  

交渉力は威嚇と結びつくことで実効性を伴う。協調を引上げることによる組織効果の喪失が，  

相手のペイオフの分配の減少をもたらし損害を与えることを威嚇手段として決定的な決裂を  

回避し，交渉を有利に進めることが意図されるのである。威嚇は生産への協力の自己放棄の  

潜在性を相手に向かって表現することであり，相手に生産への協力を誘因づける機能は担っ  
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図ヰ ニ面性の構造  

図5 二面性の統合と業績評価   

ていない。つまり，生産との関係で事前の契約に基づいて分配額を保証する制度的機構は置  

かれてはいない。双方ともに相手の行動を正確に予測でき，経済合理的に行動する限り，協  

力への相手の拒絶を引起こすような分配シェアの主張は行わず，生産性は必然的に維持され  

うる。ツオイテン＝ナッシュ理論は，そうした図式の中で分配の対立的局面に照準を合わせ  

るものである。   

ペイオフの生産と分配が本来的にもつ調和と対立の構造的二面性は，エージェンシー理論  

では，賃金制度と業績評価制度を通して統合され，その結果，プリンシパルに代弁される組  

織目標とエージェントの組織参加の個人目標との統合が，合意に基づく契約によって事前に  

成立する。目標統合が成立している以上，少なくともエージェンシー理論という切口におい  

て，すなわち交渉過程を分離し与件とすることにおいて，賃金制度と業績評価制度の利害調  

整機能は有効に稼働していることになる。利害調整機能の稼働は，業績評価制度が賃金制度  

に組込まれることによって，すなわち生産性や効率性を測定する基準を確定し，これを所得  

分配に反映させることによって，生産と分配の二側面を統合するところに可能になるのであ  

る。   

図5では，利害調整機能を再び分類し，①リスク・シェアリング機能と②動機づけ機能と  

に区別した。リスク・シェアリング機能は生産を分配に結びつけ，生産に基礎を置く分配を  

志向し，動機づけ機能は分配を生産に結びつけ，分配に基礎を置く生産を志向する。無論，  

不確実性の世界では，√動機づけの問題はリスク・シェアリングと切り離して論ずることはで  

きないのであるが，概念上その機能について区別を設けることにする。この根拠の一つは両  

者の経済的意義の相違にある。（8）式の仮設例では，第2制約式が制約として働かない場合を・  

対象としたが，翻って，この動機づけの制約が有効である場合には，動機づけのための分配  

が必要となり，最適リスク・シェアリングは阻害される。よって，図3で見れば，契約曲線  

の下方修正がなされなければならない。このように，リスク・シェアリングと動機づけのた  
†  

めの分配がトレイド・オフの関係に立つことがある。両者の関係が常に衝突を伴うわけでは  

ないが，このことは少なくとも基本的には，リスク・シェアリングが動機づけとは異なった  

機能をもつことを示唆するものであろう。   

動機づけ機能が作動するのは，追加的な労働が投入されるとき，所得増加に伴う効用の増  
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分が不効用の増分を越えるときである。このとき同時に，所得増加を最も効率よく双方の効  

用の増大に導くために作用するのが，リスク・シェアリング機能である。そこで，両機能が  

正常に作動するための効率的な業績評価や賃金のあり方が問われることになる。さらに，動  

機づ桝ま，後続の所得分配に先立つ労働投入を誘因づけなければならない性格から，エージェ  

ントの生産への貢献や投入努力に対する評価基準を，合意の下で取り決め契約することが求  

められる。そのために，業績評価基準や賃金契約は，労働の先行投入に対する所得の後払い  

を制度的に保証する役割をもっている。   

とすれば，ツオイテン＝ナッシュ理論が与える認識枠組との著しい相違の一つは，エージェ  

ンシー理論では，業績評価や賃金支払いによる制度的配置を通して，全体的生産性が個別的  

生産性に一定の合理性をもって分割される過程を説明していることである。その合理性の基  

礎は，相手の効用関数の既知の前捏や無政府的要素を含む交渉過程を除外し外生化すること  

によって，業績評価制度や賃金制度の利害調整機能が有効に働く管理可能な所得分配を，想  

定したことにある。しかし，一旦確立された賃金契約や業績評価の制度的な硬直性は，変化  

する環境の中では公正な利害調整を歪ませる逆機能に転化する可能性がある。さすれば，こ  

うした観点からはエージェンシー理論とツオイテン＝ナッシュ理論との理論的連続性，ある  

いは前者の交渉力の内生化は，現実の不確実性の世界における交渉過程のもつ無政府性が，  

制度と現実の関係を修復し，むしろ分配に秩序性をもたらし逆機能を解消する過程をモデル  

化していると解することができる。これは，実際の労使の賃金交渉がもつ現実的意味にも対  

応している。また，交渉力にエージェントの仕事上の能力が投影されるとすれば，交渉力を  

内生化することによってエージェンシー・モデルから導かれる最適業績評価基準や最適賃金  

形態は，生産への貢献度をより適切に表現し，生産過程の現実を反映することによって内発  

的参加への誘因を実質化し，モデルの安定度を高めるであろう。  

14）「〔当該企業の〕契約がエージェントにとって魅力的であることを保証するものである。」（JoelS．  

Demski，擁7mation Ana如ゐ，SeCOnd edition，Massachusetts，U．S．：Addison－Wesley Pub・   

1ishingCompany，Inc．，1980，p．89．）と言われるように，その内容は弾力的解釈が可能である。  

15）ラグランジュ関数エを定義すると，数値例では，鉱／∂紺（取ノ）＝0より，〟＝0のとき，すなわち  

制約条件の第2式が制約として働かないときのみ解をもちうる。∂エ／∂紺（和ノ）＝－坊′（鞄ノー抑   

（符毎））P（和Jlα鳥）＋入坑（紺（符毎））P（鞄Jlα烏）＝0，したがって，玖′（耳如一膵（鞄J））／抗（抑（符郎））＝  

入となる。これを解くとすべてのゑ，ブに対して，〃，紺は（10）式で与えられる。  

16）労働市場が純粋競争状態であり完全知識下にあれば，打は客観的に単一の水準が確定されるであ  

ろうが，現実を羊は情報取得能力や外部雇用機会獲得能力に反映される政治・経済力によって打の  

水準が影響を受けるであろう。その場合は打の水準自体も交渉力の関数として表されなければな  

らない。  

17）J．Pen，“AGeneralTheory of Bargaining”，American＆onomic Revibw，VOl．42（Mar．   

1952），pp．24－42．  

18）JohnC．Harsanyi，qi）．Cit．，p．151．  

19）青木昌彦『企業と市場の模型分析』岩波書店，1978年，151，177－183ページ。  
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小野博則：エージェンシー理論における交渉力と業績評価  

5 結  び  

利益のランダムな変動に対して交渉原点が相対的に一定に保たれるという条件の下で，  

エージェンシー理論とツオイテン＝ナッシュ理論とが論理的連続性をもつ，あるいは後者を  

用いて前者へ交渉力が内生化されうることを提示した。こうした両理論の概念構成の統一を  

通じて，前者から後者への理論展開の意味を考察した。すなわち，エージェンシー理論は，  

同一現象の他局面を説明するツオイテン＝ナッシュ理論を先行過程として分離し，その交渉  

結果を与件とすることによって成立する組織均衡論である。また，エージェンシー理論は，  

他者の効用関数に対する完全知識を仮定とする点でも，交渉過程における効用関数に対する  

「学習」を前提とすることが必要である。   

また，両理論において当事者のリスク態度や効用関数の形態が分配決定困として働くが，  

それが，ツオイテン＝ナッシュ理論では契約曲線上の均衡点の決定に関与するのに対し，エー  

ジェンシー理論では契約曲線の決定に係わっている。この契約曲線の決定には，さらに，業  

績評価基準や賃金契約という制度的要因が決定国として抽出される。こうした組織効率の観  

点からの最適業績評価基準や最適賃金形態の導出は，経常的現実への経済理論的近接として，  

経営原則や会計原則に経済原理の視座から光を向ける可能性をもっている。  
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